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産地再編下における組織コンフリクトの発生と
適応行動に する実証的分析
西井 賢悟??・小松 泰信・横 功
(農業生産システム学講座)
＝
課題と方法
本論の課題は，流通の大型化，農業経営の異質化，農
業協同組合（以下，農協と略す）の広域合併という環境
変化に直面し，再編を強く迫られている産地??に発生して
いる問題，特に農協共販一元化??をめぐる問題を事例分析
を通じて実証化し，農協共販の再編方向について検討を
行うことにある．
このような課題に対する分析手法としては，組織論の
視点が有効と考えられる．従来より産地は組織として捉
えられ，組織化とその機能強化を中心に産地論が展開さ
れてきたからである??．その代表的なものとして中間組織
産地論がある??．同論では，産地を市場と生産者の間に形
成される中間組織とし，規模の経済や取引費用の節約を
組織化の根拠としている．また，機能強化について農協
共販の強化と一体的に論じている．本論も，この中間組
織産地論に準拠して産地を捉える．
今日の青果物産地は，実 には 存産地の集約・大規
模化の形で再編が進んでいるといわれる??．その直接的な
景となっているのが農協の広域合併である．ただし，
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今日の農協広域合併は主に経営危機への対応を目的とし
ており，産地規模拡大とは別の論理で進行している場合
が多い．そのため，営農面に する事業や生産者組織の
再編については未決定のまま合併が行われ，合併後の産
地体制にさまざまな混乱が生じている例も少なくない．
その一つが，農協共販一元化をめぐる問題である．共
販の主要な機能は，共同輸送，共同選別，共同計算にあ
るが，生産者にとっては所得に直結する共同計算が特に
重要な機能である．共同計算は各作物につき出荷規格ご
とに行われ，そこには商品の強い同質性が必要とされる．
それを保証するのが共同選別であるが，実 には検査の
みを行う持ちより共選方式??の場合も多い．また，農業経
営の異質化が進み，生産技術も生産 材も異なる商品が
一括的な等階級の格付けのもとで同一商品として売られ
る共販に対し，生産者はコンフリクト??を知覚するように
なる．今日の農協共販一元化をめぐる問題は，このよう
なコンフリクトが顕在化したものといえる．
以上のような課題と問題認識にもとづいて，本論では
1995年に岡山県南西部の総社市農協，真 町農協，山手
村農協，清音村農協，そして吉 昭和農協の五農協の広
域合併によって設立された吉 路農業協同組合（以下 JA
きびじと略す）管内のモモ共販を事例とし， のような
検討を行う．
第一には，農協の広域合併にともない成立した産地の
組織機構と各組織構成主体の 況・役割について明らか
にする．第二には，当事例において合併後に行われた共
販一元化の話し合いが決裂していることから，この状態
を産地という組織がコンフリクト状態に陥ったと捉え，
マーチ＝サイモンの組織論??，特に組織コンフリクト論を
適用してその発生のメカニズムを明らかにする．そして
第三には，共販一元化の話し合い決裂後に各出荷組合が
とった行動をコンフリクトに対する適応行動と捉え，そ
の行動の意味と産地における農協共販の展開方向につい
て考 する．
事例産地の 況
⑴ JAきびじと産地の組織機構
JAきびじ（Kibiji Agricultural Cooperative）におけ
る販売事業取扱高約30億円のうち，モモは一割を占めて
いる．同農協のモモ出荷量は，県内の農協の中で四番目
の位置にある．また，農協単位で県内最高の平均単価を
実現しており，2000年の平均単価は680円/㎏と，県平均
を約100円上回った．
合併後に成立した産地の組織機構を示せば，Fig.１の
ようになる．当農協を通じて共販として農家（farm house-
hold）がモモを販売する場合，Ｓ１組合，Ｓ２組合，Ｆ組
合，Ｊ組合，Ｏ組合，Ｙ部会のいずれかの出荷組合（ship-
ment association）に所属しなければならない．各出荷
組合は後述するように地区ごとに成立しており，生産者
は自分の居住地区にある出荷組合に加入するのが原則と
なっている．そして，これら出荷組合ごとに共同計算が
行われている．六つの出荷組合は農協の合併前から存在
していたが，モモ部会（Peach sectional meeting）は農
協の広域合併にともなって作られた新設の組織である．
同部会は，管内のモモ共販参加農家によって構成され，
各出荷組合の役員によって運営及び意思決定が行われて
いる．
産地における農協と生産者の 係は，通常エージェン
シー 係として理解される??．個々のレベルでは零細な生
産者が，規模の経済と取引費用節約という利益を得よう
として，農協に販売管理機能???を委託するのである．両者
の販売管理に するサービスの取引が，市場取引のよう
に純然たる商取引でも，対価をともなわない内部取引で
もないことから，市場取引と内部取引の中間的形態とし
て中間取引と位置付けられる．この中間取引の 係を包
含する主体が，中間組織産地論が捉える産地である．JA
きびじの共販に参加する場合，生産者はまず出荷組合に
所属しなければならない．個々の生産者は，この出荷組
合に販売管理機能を委託する．そして出荷組合は，農協
に対して販売管理機能を再委託することになる．つまり
産地の組織機構としては，二重のエージェンシー 係が
成立している???．そして，部会は特にエージェントとして
の農協とプリンシパルとしての六つの出荷組合の間の調
整機 として位置付けられる．
⑵ 産地を構成する組織主体の 況と役割
)農家と出荷組合
六つの出荷組合と各出荷組合を構成する農家の 況に
ついては，Table１に示した．各出荷組合はいずれも特
定支店管内在住の農家を中心に構成されており，利用集
荷場もそれぞれ異なる地縁を軸とした組織である．
旧総社市農協には合併前から四つの出荷組合が存在し，
西井 賢悟 他 名 岡山大学農学部学術報告 Vol.
Fig.1  The organization structure of the production district.
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同農協を通じてそれぞれ共販が行われてきた．特にＳ支
店管内は戦前からモモ生産が盛んな地区で，1968年に地
区内の篤農家層によりＳ１組合が作られた．同組合は，
県の試験機 などと連携して栽培技術を向上させ，1988
年からは完全共選方式によって選果を厳格化し，現在出
荷荷口（共同計算）単位としては県内最高の平均単価を
実現している．一方，Ｓ１組合に参加しなかったＳ支店
管内農家は農協を通じて個別販売を継続していたが，流
通の大型化に対応するため1993年にＳ２組合を結成し共
販体制を確立した．同時期に，同じく農協を通じて個別
販売を行っていたＪ支店管内の農家もＪ組合を立ち上げ
た．また，1980年代にはブドウとの複合経営農家を中心
にＦ組合が結成され，共販が行われてきた．一方，旧真
町農協や旧山手村農協では，いずれも1970年代にそれ
ぞれＯ組合，Ｙ部会を通じた一元共販体制が確立されて
いた．
Table１から明らかなように，Ｓ１組合の構成農家の
多くは専業農家で，他の組合に比して経営規模が大きい．
またエージェントとしての同組合は，生産者に対し生産
管理に対する高いレベルでの統一，統制を求めている．
そのため生産者の同質性は高く，地縁組織としてスター
トしたものの機能組織として純化している???．他の出荷組
合は，その構成農家の大半が第二種兼業農家，あるいは
高齢専業農家であり，組織統制もＳ１組合のように厳し
いものではなく，地縁組織的性格が強い．
ところで，農家から販売管理機能を委託された出荷組
合が，プリンシパルとして農協に委託するのは主に市場
選択行動としての分荷機能であり，その他の販売管理機
能の大半は出荷組合が担っている．特に集荷場の運営は
出荷組合が担っており，品種の選定，選別の強度などマ
ーケティングにおける重要な役割を出荷組合が果たして
いる．このことが，同じ農協を通じた共販でも出荷組合
間で大きな販売単価の差が生じている一つの要因である．
)部 会
部会の運営を行うのは，各出荷組合の役員である．そ
して，Ｓ１組合の役員を除けば，彼らは各出荷組合にお
ける検査員も担っている．検査員は，各生産者が出荷規
格ごとに製品化したモモが，その出荷規格に適合してい
るかを判断する役割を負っている．共販では出荷規格ご
とのプール計算であり，その役割はきわめて重要である．
部会の役割については，合併から２年後の1997年に，
2001年の達成を目 として作られた「きびじ地域営農振
興計画書」によって い知ることができる．同計画書で
は，生産振興と販売マーケティングにおける課題として，
「第一に，出荷組合が小規模かつ多数で，品質に組合間
格差があること，第二に，荷口が小さいため，スーパー
等大口消費や産地直売など多様化する消費者ニーズに対
応できていないこと，第三に，出荷販売・精算事務など
品目ごとの合併メリットが発揮できていないこと」をあ
げている．さらに，「部会を通じて生産農家の意思統一を
図り，集出荷施設を統合して一元集荷体制を確立する必
要性がある．」と述べている．出荷組合の再編が進まない
限り，産地にとっても農協経営にとっても合併のメリッ
トが生かされないという事実を強く示唆しており，共販
の再編が必要とされる理由もここに集約される．そして，
この再編を進める上での調整機 としての役割が部会，
特にその運営者に強く求められた．
)農 協
現在 JAきびじでは，販売担当３名，集荷場担当６名
の計９名によってモモ共販に対応している．販売担当３
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Table 1  Overview of shipment associations and farm households
 
former
 
agricultural
 
cooperative
 
shipment
 
association
 
sales
 
amount
(1,000 yen)
average
 
unit price
(yen/㎏)
grading
 
form
 
Description of farm households
 
number
 
of
 
households
 
average
 
management
 
scale
 
place of residence and the age of farm manager
Ｓ1  133,556  925.1  full  10  75a  
All farm households live in S branch office.
forties:2,fifties:3,sixties:2,seventies:2
Ｓ2  16,147  647.5  partial  15  25a  
All farm households live in S branch office.
fifties:1,sixties:6,seventies:8 Soja City
Ｆ 22,532  574.8  partial  28  25a  
All farm households live in H branch office.
thirties:1,forties:3,fifties:5,sixties:14,seventies:5
Ｊ 3,665  389.0  partial  8  15a  
All farm households live in H branch office.
sixties:5,seventies:3
 
Mabi Town Ｏ 18,848  466.1  partial  8  40a  
All farm households live in H branch office.
sixties:5,seventies:3
 
Yamate Village Ｙ 94,191  591.3  partial  80  25a  
S branch office:2,A branch office:5,Ｙ branch office:73
 
forties:1,fifties:6,sixties:40,seventies:33
 
Notes :The general data for shipment associations are shown for 1997,the general data for farm households are shown for 2000.
:“Full”in grading form translates Japanese“kanzen kyousen”,and“Partial”in grading form translates Japanese“mochiyori kyousen”.
Sources:This table is based on the investigation into Kibiji Agricultural Cooperative.
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名は，本店，マキビふれあいセンター，山手支店に配属
されており，それぞれ，旧総社市農協が担っていた四つ
の出荷組合の分荷機能，旧真 町農協が担っていたＯ組
合の分荷機能，旧山手村農協が担っていたＹ部会の分荷
機能を引き継いでいる．集荷場担当６名は，各出荷組合
の事務局が置かれている支店に配属されており，分荷が
円滑に行われるよう集荷場に出向き，出荷数量確認，運
送業者の手配などを行っている．このような人的体制は，
経営の高コスト化を招いており，農協が出荷組合の再編
を求める理由の一つとなっている．さらに，集荷場の減
価償却費，光 水費なども農協が負担しており，合併後
の農協では，出荷組合の再編と合わせて集荷場の統廃合
も進める必要性に迫られている．
以上のように，産地は二重のエージェンシー 係を骨
格に一つの組織として成立している．また，農家，出荷
組合，部会，農協の四者は，組織内組織として存在して
いる．これらは， の３でマーチ＝サイモンの組織コン
フリクト論を適用する上での前提条件となる．
共同計算統合をめぐる組織コンフリクト
発生のメカニズム
⑴ マーチ＝サイモンの組織コンフリクト論とその適用
マーチ＝サイモンは組織行動を，「組織による連続した
意思決定のプロセス」として把握し，コンフリクトを一
般的に「意思決定の 準メカニズムの機能停止」と定義
付けている???．意思決定行動が正常に機能していれば，組
織はコンフリクトを経験しないのである．本論では，産
地を一つの組織として捉えている．そして，共同計算の
統合に する話し合いが意思決定に到らなかった当産地
は，まさにコンフリクト状態に陥ったと考えられる．
マーチ＝サイモンの組織コンフリクト論，特に「組織
的コンフリクト」は，組織内の各部門または個人が受容
可能な代替案を持っているか否かによって「個人ないし
グループ間の組織的コンフリクト」と「個人ないしグル
ープ内の組織的コンフリクト」の二つに分類される???．本
論では，農協，部会，出荷組合，農家を組織内の部門ま
たは個人（以下，単に主体と略す）として論述するが，
後述するように各主体は共同計算の統合に して受容可
能な代替案を有している．そこで「個人ないしグループ
間の組織的コンフリクト」（以下，単に組織コンフリクト
と略す）を本論に適用する．組織コンフリクトが発生す
るのは，「共同決定の知覚された必要性」と「目 の相 」
が成立している場合である???．
「共同決定の知覚された必要性」に しては，そもそ
も共同計算の統合という組織的意思決定には対象となる
出荷組合や農協の合意が必要であり，共同決定の必要性
が認識される．ただしマーチ＝サイモンは，①限られた
源に対する相互依存性が強いほど，②組織内のレベル
が上位にいくほど，「共同決定の知覚された必要性」は強
く発生するとしている???．この点を当事例に置き換えて考
えると，①限られた 源に対する相互依存性に しては，
農協の販売管理機能がこれに該当する．各出荷組合は，
同機能を一つの農協からそれぞれ受け取っており競合
係にある．加えて，農協の経営環境は決して良好ではな
い．そのためより良い機能を受け取るためには，他の出
荷組合と共同で何らかの決定を行う必要が生じる．また，
②組織内のレベルに しては，各出荷組合を調整する立
場にある部会，指導事業主体という側面も有している農
協があてはまる．事実，共同計算の統合をめぐる話し合
いは農協からの持ちかけによって始まっており，実 に
話し合いの中心となったのは部会運営者だった．
では，「目 の相 」についてはどうだったのか．今日
の流通の大型化の中では，どの出荷組合も出荷量を増や
す必然性に迫られている．そのため，共同計算の統合と
いう目 が形成される．さらにその条件として，出荷組
合が担っている販売管理機能や農家が担っている生産管
理機能のうち何をどの程度統一するか，という課題が提
起される．しかし，農業経営が異質化し，出荷組合の組
織機能にも相 が発生している中で，条件の統一は困難
となる．このため，共同計算の統合という目 にも相
が生じることとなる．
以下では，論点となった条件と各主体の反応について
みながら，組織コンフリクトの発生過程を明らかにする．
⑵ 共同計算統合をめぐる話し合いとその決裂
Table２に，共同計算の統合をめぐって論点となった
条件（conditions）と，各主体の反応を示した．なお，Table
２の部会とは，部会の運営者を指す．また，出荷組合と
は，役員以外の一般農家を指すものとする．
共同計算の統合に する動きは，実 には1995年の農
協広域合併の前から始まっていた．Ｓ１組合が，農協に
対し広域合併の条件として，共販の一元化をしないこと
を求めたのである．すでに一定ロットを確保し，厳格な
組織統制により市場で県内最高の平均単価をつけるほど
に機能化しているＳ１組合にとって，安易な共同計算の
統合は自組織がこれまでに築き上げてきたブランドを崩
壊させるものだった．逆にいえば，Ｓ１組合と同程度の
組織統制を他の出荷組合が受け入れることが，共同計算
統合にあたっての最低条件であり，Table２の①組織統
制の強化（strengthening of organizational control）は，
このことを意味している．この条件に対しては，農協以
外の他の主体はすべて反対であったと考えられる．農協
にとっては，販売単価の向上が望める組織統制の強化は
自身の経営効率の向上につながるものであったが，他の
主体を構成する大半の生産者は，高齢者が経営主の第二
種兼業農家であり，それを受け入れることは農業経営の
存続を危うくさせるものであった．
このため，1998年の出荷開始前の時期に行われた共同
計算の統合に する話し合いには，Ｓ１組合は全く 与
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しなかった．この話し合いは，農協合併から３年が経過
し，先に述べた「きびじ地域営農振興計画書」にもとづ
いて，農協がＳ１組合を除く五つの出荷組合に対して共
同計算統合の話を持ちかけたことによって始まった．話
し合いは，Ｓ１組合の役員を除く部会運営者を中心に行
われた．Table２に示した，②集荷場の統一（unification
 
of collection houses），③検査員の巡回制（inspector’s
 
round system），④事前打ち合わせによる検査の強化
（strengthening of inspection by prior arrangement）
は，この話し合いにおいて論点となった共同計算統合の
ための条件である．
最初に議論となったのは，②集荷場の統一であった．
これは，集荷場を一つに集約して，持ちより共選方式で
集荷場運営を完全に統一するというものであったが，五
つの出荷組合から出荷される荷を 容できる集荷場はＹ
部会が利用している集荷場しかなく，事実上Ｙ部会が他
の出荷組合を吸 するかどうかの議論となった．この条
件に対しては，Ｙ部会を除く四つの出荷組合から反対の
声があがった．彼らが懸念したのは輸送の問題であった．
Ｙ部会の集荷場から最も遠いと考えられるＯ組合の場合
でも，車で30分程度の輸送距離であったが，車の運転が
困難な高齢農家も多く，農業経営を存続する上で受け入
れられない条件であった．
そこで，集荷場を集約せずに共同計算を統合するため
の条件が模索された．これが，③検査員の巡回制，④事
前打ち合わせによる検査の強化である．③検査員の巡回
制は，五つの出荷組合の検査員が，自らの出荷組合以外
の集荷場にも検査作業のために出役し，出荷期間中五つ
の集荷場を巡回することによって，各集荷場での検査作
業の客観性や同質性を高めて共同計算を統合するという
ものである．この条件については，話し合いの中心にあ
った部会運営者自らが不可能との結論に達した．彼らも
やはり大半は高齢農家であり，検査労働が過重になるの
とともに，自らの生産管理に支障が生じると考えたから
である．そこで，④事前打ち合わせによる検査の強化，
つまり各品種の出荷開始時期に農家検査員が集まり，検
査強度についての事前打ち合わせを入念に行うことによ
って共同計算を統合するという条件が議論された．この
条件に対しては，Ｙ部会が最終的に反対の を示した．
Ｙ部会は，すでに一定のロットを有しており，このよう
な共同計算統合は単なる数合わせの観が強く，自組織に
とって利益が少ないと考えたのである．
農協は，③検査員の巡回制，④事前打ち合わせによる
検査の強化については反対の立場であったと考えられる．
集荷場の統廃合を伴わない共同計算の統一は，集荷業務
が減らずに販売業務はむしろ増えることを意味し，経営
の効率化に必ずしもプラスにならないからである．ただ
し，話し合いを持ちかけた後に，実 に農協が各条件に
対して賛成や反対について態度を明確にした事実はない．
以上，共同計算の統合をめぐる四つの条件に対する各
主体の反応を見てきた．Table２から分かるように各主
体とも受け入れ可能な条件を有している．また，部会運
営者や農協を中心に，「共同決定の知覚された必要性」は
強く認識されている．しかし，各主体の受け入れ可能な
条件に差があったために「目 の相 」が生じ，組織コ
ンフリクトが発生したのである．
⑶ 組織コンフリクトにおける三つの対立軸
このように産地には組織コンフリクトが発生し，組織
化行動が停止した．そしてそこには，大きく三つの対立
軸が存在したと考えられる．
第一の対立軸は，機能組織と地縁組織である．機能組
織であるＳ１組合を構成する農家と，他の地縁組織とし
ての出荷組合を構成する農家との間では，経営目的が大
きく異なる．前者は専業農家として所得をあげることが
第一目的だが，後者の大半は第二種兼業農家であり，所
得は必ずしも第一目的ではないと考えられる．このよう
に経営目的に根本的な差があるため，両者の間の一致点
は見出されにくい．
第二の対立軸は，部会運営者と一般農家である．この
対立軸は，②集荷場の統一，③検査員の巡回制の二つの
条件において特に顕在化した．部会運営者は，各出荷組
合の役員でもあり，自組織あるいは産地の将来への危惧
を知覚しやすい立場にある．そして実 に，調整機 と
しての役割遂行も求められている．しかし，一般農家に
とっては産地の存続よりも自身の経営の存続の方が問題
であり，その結果が，②集荷場の統一への反対となった．
他方自身の経営の存続が保証され，単価の向上の望める
③検査員の巡回制については賛成だったが，検査員でも
Table 2  Reaction of each subject to the conditions concerning the integration of pooling
 
conditions  
agricultural
 
cooperative
 
sectional
 
meeting
 
shipment association
Ｓ1 Ｓ2 Ｆ Ｊ Ｏ Ｙ
① strengthening of organizational control ◯ × ◯ × × × × ×
② unification of collection houses ◯ ◯ ― × × × × ◯
③ inspector’s round system × × ― ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
④ strengthening of inspection by prior arrangement × ◯ ― ◯ ◯ ◯ ◯ ×
Notes:◯:agreement,×:opposition,―:no participation
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ある部会運営者にとっては，受け入れられない条件だっ
た．
そして第三の対立軸は，大規模地縁組織と小規模地縁
組織である．これは，④事前打ち合わせによる検査の強
化をめぐって顕在化した対立軸である．そもそも④は，
第二の対立軸によって問題となった部会運営者と一般農
家の間の対立，輸送の問題と検査員の過重労働の両方を
クリアする代替案であった．しかし，Ｙ部会が反対した
ことによりこの代替案は実現されなかった．これは，先
に述べたようにすでに一定のロットがある中で，このよ
うに検査体制が曖昧にならざるを得ない方法で統合して
も，Ｙ部会にとって単価への上昇効果が小さく，逆に検
査のばらつきなどで自組織に生じる負の影響が大きいと
判断したためといえよう．
以上のように，共同計算の統合をめぐる組織コンフリ
クトにおいては，大きく三つの対立軸があったと考えら
れる．
出荷組合の代替的適応行動と農協共販の展開方向
出荷組合間での共同計算統合は，組織コンフリクトが
発生し合意形成に到らなかった．しかし，これで産地に
おける組織行動が完全に停止したわけではない．各出荷
組合とも組織コンフリクトの中で，代替的な行動を起こ
している．以下ではその行動を代替的適応行動と捉え，
その意味と農協共販の展開方向について考 を行う．
⑴ 個人の受け入れと完全共選方式への移行
Ｙ部会は，個人の受け入れと持ちより共選方式から完
全共選方式への移行を行った．同部会は1998年から1999
年にかけて，Ｓ１組合やＳ２組合と地理的に近いＡ支店
管内に在住し，農協を通じて個別販売を行っていた農家
５戸のＹ部会への加入を，農協の仲介の下で認めた．ま
た，Ｓ１組合の厳格な組織統制への考え方の相 から同
組合を離脱した農家２戸の参加も認めた．これら７戸の
農家を合わせた出荷量の規模は，Ｓ２組合の出荷量に匹
敵するものであった．こうした個人の受け入れを行うこ
とにより，Ｙ部会はロットの拡大を図ったのである．た
だしその一方で，Ｓ２組合から個人レベルでＹ部会への
移動を希望している農家に対しては，受け入れ拒否の
を示している．これは，この農家がＳ２組合の役員（検
査員）であり，同農家を受け入れた場合Ｓ２組合の衰退
が著しいと考えられたからである．
また，2000年度より持ちより共選方式から完全共選方
式へ移行している．完全共選のメリットは，①個別経営
が選別作業をアウトソーシングすることにより，経営規
模の拡大や生産管理への集中が図れること，②選別作業
を共同で行うため，箱詰め後に検査のみを行う持ちより
共選に比べて等階級の格付けに対する同質性，客観性が
高く，市場において高値で評価されること，などがあげ
られる．ただしパート作業員を雇用するためのコストが
発生する．Ｙ部会の場合，多くの農家は高齢農家であっ
て経営規模拡大はほとんど行われていない．そのため，
販売単価への波及額がパート人件費を上回ることが重要
な条件となる．Ｙ部会の場合，新たに発生したコストは
１ケースあたり300円であった．販売単価への波及額は，
市場価格が毎年変動しているためその把握は難しいが，
例えば完全共選開始年度の2000年度の販売単価は１ケー
スあたり前年度に比べて平均480円の伸びを示した．同時
期に他の組合の中でこのような伸びを示した出荷組合は
なく，一定の効果をあげているといえよう．
⑵ 小規模出荷組合の共同計算統合
Ｆ組合，Ｊ組合，Ｏ組合は，共同計算の統合を行った．
特に，Ｏ組合の組合長が牽引者となって実現された．同
組合長は，先に述べた五つの出荷組合による共同計算統
合に対しても積極的に動いた．組合長として，あるいは
部会運営者として産地の将来に危惧を抱き，共同計算統
合の必要性を強く知覚している人物の一人である．また，
Ｓ１組合の農家が参加している県レベルでの栽培研究会
にも参加するなど，積極的に生産技術の向上に努めてい
る．そのため，五つの出荷組合による共同計算統合が不
可能になった後に，Ｓ１組合からの誘いもあり，個人レ
ベルでＳ１組合への移動を検討した．しかし，Ｏ組合長
が抜けた後の同組合の存続に懸念を持っていた農協の強
い反対により，断念することとなった．
そこで，同組合長は代替案として，Ｆ組合，Ｊ組合，
そしてＯ組合の共同計算統合に向けて動いた．Ｆ組合と
Ｏ組合は出荷先が同じで，販売単価も出荷量も比較的同
程度の出荷組合であり，この二つの組合の話はまとまり
やすかった．一方，Ｊ組合は出荷先が異なり，販売単価
も出荷量もＦ組合，Ｏ組合に比べて劣っていたが，Ｆ組
合とＯ組合の販売金額を合わせても５千万円にみたず少
しでもロットを大きくする必要があったこと，三つの出
荷組合が地理的に近かったことなどから，三つの出荷組
合で共同計算を統合することとなった．そしてその統合
手段は，五つの出荷組合による共同計算統合の話し合い
においてはＹ部会の反対によって実現されなかった，事
前打ち合わせによる検査の強化であった．
ただしこのような統合は，先に述べたように農協は反
対の立場にあると考えられる．事実，この動きの過程で
農協は積極的な対応を取ろうとしなった．そのため，Ｏ
組合長は出荷先である岡山Ｍ果へ自ら出向き，三出荷組
合の事前打ち合わせによる検査の強化を通じた共同計算
の統合は，荷の受け手として問題ないとの回答を受け，
農協に共同計算を統合する意向を伝え，農協もこれを認
めた．こうして，2002年度より三出荷組合の荷口統一が
開始された．
⑶ 組織コンフリクトに対する代替的適応行動の意味
六つの出荷組合は先述の対立軸にもとづけば，Fig.２
に示したように機能組織，大規模地縁組織，小規模地縁
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組織の大きく三つに分けられる．以下では，各出荷組合
がとった代替的適応行動の意味をこのFig.２と 連づけ
ながら述べていく．
まず，機能組織であるＳ１組合については，２名が組
織統制に対する考え方の相 から離脱し，大規模地縁組
織へ移動した（Fig.２の①の動き）．これは，現在の県内
最高の平均単価を維持していくために，組織統制を維持
するための適応行動だった．つまり，Ｓ１組合は機能組
織として継続的に純化している． に，大規模地縁組織
であるＹ部会については，個人の受け入れと完全共選へ
の移行を行っている．これは，機能組織と小規模地縁組
織それぞれに対して共同計算の統合をめぐり組織コンフ
リクトを知覚している中での，代替的手段による行動だ
った．つまり，ロットの拡大と完全共選への移行によっ
て，共同計算の統合と同等以上の利益を得ようとしたの
である．また，小規模地縁組織においては，共同計算の
統合が行われている．これは，機能組織や大規模地縁組
織との間では組織コンフリクトが発生して不可能であっ
たが，小規模地縁組織間では利害が一致し共同計算統合
という行動が可能となったのである．
各出荷組合がとった代替的適応行動は，機能組織と地
縁組織，大規模地縁組織と小規模地縁組織という二つの
対立軸を残すこととなった．ただし，もう一つの対立軸
である部会運営者と一般農家の間のコンフリクトは緩和
されたということができよう．なぜならこれらの行動に
よって，部会運営者が強く知覚する産地の存続，あるい
は各出荷組合の存続に対する危惧が緩和され，また，一
般農家としても経営の存続条件が確保されたまま，一定
の販売単価向上のための条件整 がなされたからである．
以上の結果，小規模地縁組織のロットは大規模地縁組織
のロットに近づき，管内の出荷組合は機能組織，完全共
選地縁組織，持ちより共選地縁組織の三つに再編された．
⑷ 農協共販の展開方向
このように大きく三つのグループに再編された出荷組
合が，今後再び共同計算の統合を目指したとしても，や
はりこれまでと同様の理由によって組織コンフリクトが
発生し，実現は困難であろう．むしろ，そうした組織コ
ンフリクトを不可避のものとみなし，各グループが機能
性を高めることが，今後の産地が目指すべき方向ではな
かろうか．その ，鍵を握るのは，個人レベルでのグル
ープ間の移動にあると考えられる．
これまで個人レベルでの移動が見られたのは，機能組
織から完全共選地縁組織への移動（Fig.２の①の動き）
だけであった．そして，持ちより共選地縁組織から機能
組織や完全共選地縁組織への移動（Fig.２の③，⑥の動
き）は，不可能であった．例えば，Ｓ２組合からＹ部会
への移動を希望した農家はＹ部会の拒否によって，Ｏ組
合からＳ１組合への移動を希望した農家は農協の反対に
よって，移動が不可能となった．移動を希望した二人の
農家は，いずれも小規模地縁組織に所属しており，また，
彼らは役員も兼ねていた．そのため，彼らが抜けた後の
出荷組合の衰退は著しいと考えられ，そのことが同じ地
縁組織であるＹ部会，あるいは農協の反対につながった
のである．しかし，現状では出荷組合は大きく三つのグ
ループに再編され，これまでの移動を阻む論理を成立さ
せてきた環境は大きく変わった．今後，農協共販が発展
するためには，このように今まで閉ざされがちだった個
人の流動化（Fig.２の①から⑥すべての動きの活性化），
つまり，各グループの参加条件に対し，個々の生産者が
自らの生産技術や労働力などの経営 源に応じて選択を
行っていくことが重要だと考えられる．これによって，
各グループは同質性の高い生産者の集合体となり，機能
性は必然的に高められよう．そしてこのような環境がで
きあがることによって，共同計算の統合はその課題性を
喪失し，組織コンフリクトも解消に向かうと考えられる．
ところで，現在Ｓ２組合はどのグループにも属さない孤
立した存在になっている．まずは，Ｓ２組合が利害 係
の一致している持ちより共選地縁組織グループとの統合
を図ることが課題ではなかろうか．
Fig.2  Relationships among shipment associations and the reorganization accompanying adaptational action.
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む す び
本論では，まず事例産地において農家，出荷組合，農
協の三者の間で二重のエージェンシー 係が成立してい
ることを明らかにし，産地を一つの組織として捉えた．
そして部会も含めて，各主体の 況および役割について
明らかにした．
に，出荷組合間での共同計算統合の話し合いとその
決裂過程を，産地という組織に発生したコンフリクトと
捉え，マーチ＝サイモンの組織コンフリクト論を適用し
て実証化した．組織コンフリクトは，特に共同計算統合
の条件をめぐって発生しており，機能組織と地縁組織，
部会運営者と一般農家，大規模地縁組織と小規模地縁組
織という三つの対立軸があることを明らかにした．
また，このような組織コンフリクト発生後に各出荷組
合がとった行動を，コンフリクトに対する代替的適応行
動と捉え，さらにこれらの行動によって出荷組合は大き
く三つのグループに再編されたことを明らかにした．そ
して，今後の農協共販の展開方向としては，この三つの
グループ間で共同計算の統合を目指すのではなく，個人
レベルの移動によって，それぞれのグループが機能性を
高めることが重要であることを指摘した．
以上が本論の主な内容である．ここで示した農協共販
の展開方向は，結果としてロットの拡大と機能性の向上
の二つを同時に追求する結論となっている．農協広域合
併が産地にもたらす利益として，前者が強調されがちで
あるが，むしろ後者が可能となるところにより大きな利
益があると考えられる．今日のように農業経営の異質化
が深化した中では，産地再編を進める上で不可欠な視点
といえよう???．
注 釈
１)堀田忠夫：産地生産流通論，大明堂（1995），では産地を発展段
階に応じて①ある作物について，一定の面的広がりや密度をも
つようになった「生産地域」，②「生産地域」が市場において評
価されるようになった「産地」，③「産地」の中で生産者の機能
的組織化が進んだ「主産地」，④「主産地」において生産方法や
生産物などの特殊化，特徴化が進んだ「高度主産地」，以上四つ
に分類している．本論でとりあげる産地は，このうち③「主産
地」，あるいは④「高度主産地」に該当する．
２)農協共販とは，個々には零細な生産者が価格支配力の強化を目
指し，農協を通じて協同して農産物を販売することを指す．ま
た一元化とは，一農協内で一作物につき共同計算単位を一つに
集約することを意味する．
３)このような産地論の展開に する認識は，大泉一貫：産地形成
論的接近．地域農林経済研究の課題と方法（地域農林経済学会
編），pp.201-211，富民協会（1999），を参照している．
４)中間組織産地論の代表的なものとしては，堀田：前掲書，浅見
淳之：農業経営にとっての農協マーケティングの役割．農業経
営研究， ⑵，pp.35-44（1995）などがある．
５)板橋 ：合併農協にふさわしい事業再編に む農協像．地域づ
くりと農協改革（三国英実編著），pp.121-138，農山漁村文化
協会（2000）を参照．
６)本論では，選別方式を持ちより共選方式と完全共選方式の二つ
で把握している．前者は，農家が個別に選別・包装・箱詰めな
どを行うが，選別基準が所属する団体の選別規則にもとづき，
かつ，実 に検査が行われるような選別方式を指し，後者は，
農協の所有する集出荷施設などにおいて，パート員や農家出役
により共同で選別・包装・箱詰め・検査などを行う選別方式を
指すものとする．
７)占部郁美・坂下昭宣：近代組織論［?］，pp.133-135，白 書
房(1975)，によれば，コンフリクトとは通常社会学的には「自
我と他者との闘争」を意味し，心理学的には「心理的葛藤」の
意味で用いられる．ここでは，特に心理学的なコンフリクトを
指している．
８)マーチ＝サイモンの組織論については，占部・坂下：前掲書，
に詳しく，本論でマーチ＝サイモンの組織論を適用する には，
同書に全面的に依拠している．
９)堀田：前掲書，浅見：前掲論文を参照．
10)ここでの販売管理機能とは，農家が土地，労働力， 本などの
生産要素を投入して産出した商品としての農産物を，付加価値
をつけて貨幣に交換する過程の管理を指す．多くの農業経営は，
この過程を外部化して生産過程に経営 源を集中させている．
11)このようにいえる理由として，後述するように農協と出荷組合
が販売管理機能をそれぞれ担っていること，前者が手数料とし
て，後者の大半が組合運営費などとして，一定の額を農家から
徴 していることがあげられる．
12)本論における機能組織と地縁組織の いは，石田正昭：農業経
営異質化への農協販売事業の対応課題．農業経営研究， ⑵，
pp.45-52（1995），に準拠して，前者を構成員の同質性が高く
統制が強い組織とし，後者を異質的で統制の弱い組織と考えて
いる．
13)占部・坂下：前掲書，p.134を参照．
14)占部・坂下：前掲書，pp.135-138を参照．なお，マーチ＝サイ
モンの組織コンフリクト論には，「組織的コンフリクト」以外に
「個人的コンフリクト」と「組織間コンフリクト」がある．前
者は，個人が個人的意思決定を行う に経験するコンフリクト
で，後者は独立した複数の組織の間に生じるコンフリクトを指
す．これに対し，「組織的コンフリクト」は単一の上位組織に所
属する部分組織が経験するコンフリクトで，産地という組織の
中で発生したコンフリクトに適用するには，同コンフリクトが
ふさわしいと考えられる．
15)このほかに，「目 の相 」ではなく「現実の知覚における相 」
がある場合，あるいは両者がともに存在する場合にも「組織的
コンフリクト」は発生する．詳しくは占部・坂下：前掲書，pp.
155-168を参照．
16)占部・坂下：前掲書，pp.155-168を参照．
17)ＪＡきびじは2003年１月１日に，くらしき東農協，倉敷西農協，
岡山県西部農協と広域合併し，岡山西農協として再編された．
事例としたモモ産地は，今後再び組織再編に向けて動き出すと
えられ，その到達点や展開方向の究明が，引き続き研究課題
とされる．
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